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本研究では，医療機関に医療材料を提供する卸売業者やメーカーと医療機関

と間で行われている各種事象について，関係ケイパビリティ論を中心にその売

手の優位性の形成の源泉とその構造上の優位性について検討する。ヒアリング

を受託した病院および医療機器納入関連業者等からの情報取材をもとに当該業

界に存在する課題を提起した論文である1）。現在，医療事業の中核を担う，病

院事業において2015年の医業収支が赤字である病院は77.8%となっている。経

営悪化の傾向は 4 年連続しており，厳しい状況となっている2）。病院経営では

一般に収入部分は統制経済と揶揄されるように算定価格は診療報酬の下で決め

られており 2 年毎の改定の間ほぼ固定化されている。これに対して，費用の部

分は自由経済と称されるように仕入れ価格の高低により費用削減及び収益確保

が実現できる。日本病院会が実施している調査では薬品費を含んだ医療材料費

は対前年度で6.2%増，また委託費を含む経費は7.2%増で年々上昇している3）。

医療経営の一般の収益構造を，大まかに言えば，費用構造は人件費が約50%を

占め，残り材料費が27%，委託費が11%その他と利益が12%となっている。医

1） 本論文作成にあたり，小樽市病院事業局局長並木義昭先生をはじめ病院管理部の
金子文夫部長，澤里仁主幹および札幌中央病院高田麻依子氏，そして株式会社
ドゥーダ代表取締役番場省吾氏から有意義な情報やアドバイスをいただきここに
筆者の心からの感謝を表したい。

2） 日経ヘルスケア（2015） 4 月号.
3） 日経ヘルスケア（2015） 4 月号.
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療機関の費用の多くを占める人件費の削減は収支の黒字に直結するが，現在，

医療人材不足，特に病院の稼働労働力の多くの部分を占める看護人材の不足は，

当該職種の人件費単価の上昇を招き，さらに看護師数を充足できていない施設

で規定の看護要員配置基準を満たさない場合，収入減少を招くことになる。そ

のため，病院施設は雇用単価を引き上げ看護師確保や，看護師紹介業者へ高額

な委託費4）を支払い，看護師配置基準を維持しなければならない状況に陥って

いる。したがって，人件費支出の引き下げは非常に難しい状況である。代わり

として引き下げうる項目として医療材料費が候補にあがり，当該項目の削減要

請は喫緊の課題となってきている。以上の制度下で医療材料の卸売業者および

メーカーと病院の関係は如何なる関係となっているかを関係ケイパビリティ論

の視点をもとに考察することを本論の第一の目的とする。次に現実の流通活動

にて費用削減のための共同購買組織の活動事例を紹介し，メーカー・卸売企業

が採用するマーケティングチャネル政策を取り上げその課題について考察する

ことを次の目的とする。

1  ．    医療機器業界の概要

医療材料は医療機器と医薬品に大別される。医療用医薬品市場規模が11.3兆

円に対して医療機器は2.8兆円の市場規模となっている5）。医薬品の価格に関し

ては，薬価の改定ごとに実勢値を参考に年々引き下げられ，またジェネリック

製剤の利用促進策を国策として推進している観点から徐々に薬剤価額の総額は

低下傾向にあると言える。

⑴　医療機器の意味付け

医療機関にとって医療機器は，医療活動を実施するための投資の一部であり，

4） 委託紹介料として看護師年俸の約20%程度.
5） 一般社団法人日本医療製品物流管理協議会（2018）p. 7 .
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かつ医療機関のプロモーションの一部としての役割も担っている。新しい医療

機器を導入し，新規の医療活動の提供をすることで患者数を増大できることは

もちろんである。加えて，これらの設備投資は医師のリクルートメントの側面

でも重要である。先進医療の実践は教育機関である医育大学・学部の医局所属

の医療人材にとって魅力ある職場の重要な条件と見なされ，医療人材の確保の

面でも有益な方策といえる。高度な医療機器の導入を条件に研修生を派遣する

医局もある。

高度医療の実現は地域医療の質の向上にも繋がり，その地域で暮らし続ける

動機にもつながる，重要な地域資源でもある。しかしながら地域のニーズを読

み間違え，過大な投資や，競合医療機関の技術の評価の読み間違えによる無駄

な投資は病院経営を危うくすることにもなる。地域で求められる医療ニーズ，

提供可能な医療を検討し医療投資額との均衡を考え，医療機器の購入額，支払

い方法，さらにはその後に発生する保守業務料なども勘案し機材購入を検討す

る必要がある。

⑵　医療機器の流通経路

医薬品の流通は，医薬品メーカーから医薬品卸売業者をへて，医療機関にわ

たる。その間，医療機関の医療担当者（主に医師）向けに製品の特徴などを説

明するMR（Medical Representative）が行い，医療機関との価格交渉と物流は

卸売業者が担当する6）。これに対して医療機器の場合は，医療機器商社・卸売業

者がメーカーと医療機関との間に入り，医療機器の説明及び価格交渉，そして

納品を担当する。ただし，大型・高額の医療機器（MRI，CTなど）は直接メーカー

と病院との交渉で購入価格が決定されることもある。医療機器商社は各都道府

県にあり地域の病院への医療機器をテリトリーとして納品している。特に医薬

品の種類は1.5万品目程度であるが，医療機器等の種類は50−60万品目である

ため，医療機器は仕入先窓口を一括して業務の効率化を図る場合が通常である。

6） 懸田（2003）p.127.
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⑶　医療機器の選定

医療機器の選定方法はメーカーが商社の営業担当を通じて医療機関の医師に説

明をし，その医療機器の購入を検討する際，どのメーカーの製品を選択するかの

機器選定権は，公平性の観点から医師以外がメーカーや納入業者を決定するのが

望ましいが通常は医師の発言権が強く，その後の価格交渉を担う事務部門にお

いて相見積を取れない状況も発生し値引き交渉は難しくなることがある。医療

材料（機器）や医薬品の購入に関しては医師個人とメーカー，卸業者のきずな

が強く，コスト主義中心の見直しには難しさがある。医療材料購入の選択権は

病院経営の収支の視点よりも医師の専権事項となっているのが現状である7）。

⑷　医療機器市場

日本の医療機器市場は平成28年で約2.9兆円となり市場規模は順調に成長し

ており，今後の成長が期待できる分野である。日本の医療費は同年度で42.1兆

円となり医療機器市場は約 7 %を占める（厚生労働省　薬事工業生産動態統計

2016）。医療機器の市場は診断系機器（市場規模5,957億円）と治療系医療機器（市

場規模16,644億円）に大別される。輸入品シェアの比較では診断系機器（38.8%）

と治療系機器（58.6%）で，診断系機器は日本国内のメーカーが有利で，診断

系機器では，外資系企業に半数のシェアを奪われている。（厚生労働省　薬事

工業生産動態統計2016）。2016年のデータであるが，世界規模の医療品メーカー

企業の売上規模は 1 位のメドトロニックス（290億ドル）， 2 位ジョンソン&

ジョンソン（251億ドル）， 3 位GE（182億ドル），に対して日本の企業は18位

に初めてテルモ（50億ドル）が姿を現す8）。

医療機器の市場は成長が早く，診断機器で有名な事例としてオリンパスの内

視鏡が挙げられる。同社は2012年に粉飾決算をして存続の危機を招いたが，内

視鏡市場では圧倒的シェアを有する企業であったため，2013年には過去最高益

7） 麻生（2007）p.173.
8） Medical Device Diagostic Industry, Capital IQ and Company data.
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を記録し復活できた。このように高い技術力を有し市場を席巻できる企業は安

定的な利益を得ることができる市場でもあるので有望成長市場ととれえられて

いる。

医療機器の価格設定について，医療機器は医薬品と同じく薬事法の規制下に

あるものの，医薬品のような公定価格（薬価）は存在せず，メーカーと医療機

関の交渉にて決定される。ただし診療報酬を申請のために（保険）償還価格が

設定されている9）。

2  ．    医療品機器流通の課題

⑴　流通論から見た医療機器市場の視点

初期の取引費用理論での研究成果は取引における「資産特殊性」に注目し，

取引を行う双方が共同で関係を維持するために効率の良い設備，例えば専用の

物流施設を新築し，これらの投資は両者の関係性を維持するための特殊資産と

評された。取引における価格や数量，商品情報の提供などで不確実性が削減さ

れることに注目し，取引における「不確実性」の概念の研究蓄積がなされた。

取引の効率性を解決するために垂直的統合が促進されてきた理由を上記の視点

から分析が行われ，特殊投資に主導的な立場の企業がその市場間流通を支配し

た根拠をここに求めた。その代表例が自動車産業であり，サプライヤーの系列

化はまさにこの視点で説明がなされてきた（Williamson,1975, 1986）。

その後，研究が進み，垂直的統合をしなくても組織間の取引での取引費用削

減のメカニズムが働くことが指摘されてきた（Heide & John 1998）。さらにこ

れら特殊資産投資におけるホールドアップ問題が注目されてきた。医療機器は

医療機器メーカー，医療材料の卸売業者をつうじ医療機関に納品される。医療

機関は基本複数の卸売企業を通じ価格交渉を行い仕入れ費用の削減を目指すも

9） （保険）償還価格とは，薬価は厚生労働省により決定される医療用医薬品の公定
価格であり，これに対して公定価として厚生労働省により決定される医療機器の
保険償還価格のことをさす。 2 年に一度，診療報酬と同時に改定される。
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のの，実際は各地域に有力な地域卸売業者が数社しか存在していないため，交

渉による仕入れ価格の低減が期待できない。また医療機器の種類は莫大な数に

及び個別の交渉自体困難な状況にある。そこで医療機関は価格交渉よりも，正確，

迅速な納品，期限切れ製品を出さないような在庫管理を優先した。その中で医療

機関はSPD10）システムを導入し迅速で過不足の少ない流通対応を期待しはじめ

た。一般に独立的な組織が院内に入りSPDを導入するのではなく，納入も担当す

る卸売業者がSPDを構築し導入するとすれば，医療機関にとってホールドアップ

問題が発生すると考えられる。現実は，価格設定での優位性よりも，正確，迅速，

品切れのない在庫管理を優先することを目指している病院が大多数を占めている。

⑵　医療品流通における関係ケイパビリティ問題

病院側に医療機器流通を主導的に対応する技能や知識，人材がなく，膨大な

品目を取り扱う関係から卸売業者の高いケイパビリティが活動の範囲を拡張し

ている。その際の関係性を維持し，効率的活動をするための手法としてSPD事

業への参入があげられる。ケイパビリティの優位性の源泉として「関係特殊資

産」，「企業間の知識共有ルーティーン」，「補完的なケイパビリティ」，「実効的

ガバナンス」の 4 点が指摘されている。

⑶　医療機器の標準化とカスタマイズ

標準化により医療機器をキット化しイノベーティブな商品開発を実現し高い

収益を得ている企業として株式会社ホギメディカルの手術機器セットのオペラ

マスターをあげることができる。ホギメディカルの製品は手術時の医療機器を

滅菌してパッケージ化し提供するものである。病院の売上構成では手術部門が

占める割合は約 1 割となっており，入院の38%，外来の12%に次ぐ医業収入の

中核となっている11）。そのため手術件数を効率的に実施することは特に急性期

10） 物流効率化（在庫管理）を実施するSPD（Supply Processing & Distribution：
和製英語）は多くの病院組織が運用している。

11） 参考として市立病院（急性期388床）の医業収入内訳（入院31％，外来15.6％，
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病院にとっては重要な収入増加策となっている。拡大する手術件数を抱える医

療機関では，手術ごとに医療機器のピッキング作業を手術担当の看護師が通常

行い，補充の在庫管理も担うことになる。

ホギ社のオペラマスターの戦略としては，キット形式の医療機器の取扱件数

が増加することにより，キット以外の個別の医療機器等の在庫が削減され，キッ

ト単位の材料が拡大することで原価管理がしやすくなる。また看護師や手術室

に出入りする業者らが行ってきた術式別の医療機器のピッキング作業や在庫管

理作業の軽減がキット導入により実現した12）。

手術数が多い医療機関において普及率の高い製品としてオペラマスターが注

目されてきている。ただ問題はキットの価格自体が割高なところにある。医療

機器業界の対応は非常に早く，すでに多くの医療機器メーカーが同じような手

術キットを開発し，より安い価格にて医療機関に提供している。またホギ社の

キットを構成する医材等はホギ社の方で設定されている品目に統一され，医師

の個別ニーズ合わないこともある。そこで対抗する医療機器メーカーだけでな

く卸売業も，術式別手術セットを病院と共同で開発しはじめた。以下で北海道

の有力な公立病院との連携で製品開発した事例を取り上げる13）。オペラマス

ターを構成する個別の医療機材を個々に試算し，キットの価格と比較すると，

キットの単価は個々の医療機器の合計価格の約 3 倍近い価額となった。つまり

高額な価格設定をしており，調査対象の公立病院の仕入れ担当者はすぐにホギ

社との契約を途中で解約した。その代り，医療機器の地元の卸売企業と公立病

院の医師と情報交流により，医師の利用しやすさにあわせ，所謂「カスタマイ

ズ」した術式別手術材料キット（ 9 診療科67種類）を開発した。 1 手術には 3

タイプのキットを準備してオペ室に保管し対応している。セットの医療機器の

個別医材の構成に関しても，手術後利用していない医材が連続して発生した場

合に医師からの情報を得て項目から外し改良キットを現場にフィードバックし

手術13.4％） 拙稿（2018）より計算。
12） 安藤和代　pp.112-139.
13） 以下，道央の公立病院におけるヒアリング調査をもとに記載。
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ている。また医材それぞれを個別滅菌包装とし，手術で使用しなかった場合，

新たに他セット作成時に再利用できるようにし無駄を発生させないよう対応し

ている。それ以外にも透析セットや内視鏡室や救急科へのセット作成提案を現

在検討しており，医師との情報の交流によりカスタマイズした上に，価格もホ

ギ社より低く抑えられ，同時に看護業務の軽減につながる改善活動を実践して

いる。

以上の活動を含め関係ケイパビリティの優位性の源泉と対応させながら考察

する。まず，「実行的ガバナンス」に関わる活動としてSPDの在庫管理データ

と電子カルテを連動させることで『診療科別の収支レポート』および『術式別

執刀医別収支レポート』を作成し予算管理に資する活動が実施されている。委

託業者より年次の上記両レポートを受け取り病院管理者は個別の人事査定の面

談の際に活用している。個別情報（執刀医別）の活用は難しく理由は，物品を

使用（開封）した主体が確認できないためである。この術式別執刀医別レポー

トはまだ精度の高い情報ではないので，上位の組織体である診療科別収支レ

ポートの活用を病院としては期待している。また診療科別コスト計算も診療科

の特質も考慮している。たとえば外科や整形外科のように高額な医療機器を利

用する場合，他の診療科と比較して医業収入も高いが経費・材料費も高くつく。

これはそれら診療科の本質的特性でもあり，一概に診療科別収支比較に利用で

きない点をあげている。さらに両データを公開した場合，医師のモチベーショ

ンに影響し，データの公表が個別医師の治療意欲の減退を招くことを危惧する

調査対象病院の医療経営者の意見があった。

以上により，医師，医療経営者，と当該卸売業者との関係は，主体間の「知

識共有ルーティーン」が稼働し，広範囲にわたる診療科における多種の手術キッ

トが開発され，強固な人的特殊資産をもとにした関係性特殊資産が形成されて

いる。今後もキット化の対象分野を広げ活用範囲を拡張している点はまさに有

効性を示す証左であると判断できる。SPDと電子カルテデータを連動させ，上

記 2 種類のレポートが作成され，医療経営に資するデータの共有が 3 者間で行

われた点では「補完的ケイパビリティ」の組織的補完性の情報交流がもたらし
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た形態であると判断できる。さらに成果として現れたレポートの活用方法につ

いて個別交渉の経緯の内容から判断し，自己拘束的な合意としての信頼形成に

基づいた「実効的ガバナンス」が形成されていると判断できる。

⑷　医療機器流通市場での特異な機能

当該市場では特異な慣習として「預託」，「（短期）貸出」，「立会い」，「保守・

メンテナス」等の機能が業務の一環として認められ，それらは販売業者14）の

担う適正使用支援業務として位置付けられている。　

通常の取引では商品を納品，保管，使用，廃棄の流れを伝票によって記録・

管理する。しかし医療機関では，納品，保管までの行為を「預託」と称して，

まだ所有権を販売業者に残したままで，物品を院内に預託品として預け置き，

販売業者が在庫管理業務を代行し，病院側が当該物品を使用・消費した時点で

所有権が販売業者（または卸売業者）から病院に移転する（売買成立）仕組み

であり，いわゆる商業でいう「消化仕入れ」と同様の形態を有する。これによ

り過剰在庫をかかえることなく緊急時の在庫対応や特に高額な医療材料につい

て納入業者の管理負担の下での期限切れによる不良在庫の防止の効果が病院側

で享受される。

「（短期）貸出」とは医療機器販売業者が預託する販売方法の一つであり，

契約に基づかない慣習的は商取引受け渡し方法の一つである。一時的に機材を

無償で借り受けたりする行為であり，レンタルのように使用料が発生する行為

とは異なる。「立会い業務」とは手術，検査時に，手術室内に販売員が立会い，

医療機器の説明業務や手術・検査時の医療安全のサポート業務を指す。「保守

メンテナンス業務」とは医療機器の保守・メンテナンス等の業務を指す。さら

に「緊急対応」として緊急症例への対応や機器の不具合の対応で，休日深夜に

至る24時間対応が求められる。

取扱い商品の分類と特徴的機能として医療機器販売業では汎用の材料から高

14） 販売業者とは卸売業者およびメーカー営業担当も含める。
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度な医療機器まで広範囲に及んでいるため以下の分類を設定している。取り扱

う販売業者は上記の適性使用支援業務として以下の預託，（短期）貸出，立会，

保守メンテナンス等の特徴的機能を提供することになる。

出所）一般社団法人日本医療機器販売業協会（医器販協）

上記の適正支援業務とSPDの業務活動を関係ケイパビリティ論から検討して

みる。SPDという業務連携は，基本的は法的拘束力のある契約という形式によ

り 2 者間において形成されるものである。次に，種々の適正支援業務の機能と

関係ケイパビリティの各種源泉との関係について見てみる。例えば，立会い業

務は組織間の知識共有の「ルーティーン活動」を示す行為であり，預託や緊急

対応は法的契約を有する場合もあるが，契約無しの対応を双方の信頼性に基づ

いて実効されている場合も多い。以上のように適正支援業務の個別の事例の詳

細を確認することで関係ケイパビリティの源泉と確実に対応しているかは判断

できないものの，行われている業務の中に当該源泉となる事柄が存在している

こともある。

図表 1　医療機器・材料分類に関して販売業の特徴的機能
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3  ．    費用削減のための医療機器・材料の共同購入の主な事例

日本では医療材料や医療機器は病院が独自に購入する形となっているが，米

国ではほとんどの病院組織がGPO（Group Purchasing Organization）を通じ

て機器・物品を購入している。日本のように個別の病院がメーカーや卸業者と

価格交渉をすること自体，ボリュームディスカウントが効かない状況で割高な

機器・材料を購入することになる。

 
出所）矢野経済研究所15）

その中で共同購買を実践している組織体が数件ある。まず，共同購買を実施

する業者として供給業者（卸売業者を中心とする販売業者）と購買側の病院組

織群が主体なる場合に別れる。特に注目されているのは後者の病院組織群によ

る組織体が購入品目を集約し大量仕入れによる購入価格引き下げを狙う場合で

ある。重要な視点は仕入れ品目の集約化の実現である。機能的にそれほど違い

のない製品でもメーカーはマイナーチェンジをし異なる医療機器・材料として

15） 矢野経済研究所 (2009), p.20

図表 2　米国のGPOの事例
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提案する。多様な製品の中でいかに，利用する医療スタッフが病院側を通じて

品目の集約化を実現できるかが課題となる。現実に共同購買を実施している，

後者の病院側の組織としては以下の12グループが挙げられる16）。「VHJ」，「徳洲

会グループ」，「イムスグループ」，「武田グループ」，「厚生連（文化連）」，「東

京民医連」，「国立病院機構・中国四国ブロック」，「大阪南部地区病院」，「県立

病院（岩手・埼玉・鹿児島）」，「県立病院（宮城・福島）」，「東京都病院局」，「医

師協同組合」の12組織体があり，この中で比較的成功しているとされている 3

組織体の活動の特徴を以下に記述する。

⑴　徳洲会グループ

同グループは日本最大の病院グループであり，共同購入の特徴は　病院側が

購入したい医療機器をまとめるのではなく，購入したい品目のメーカーを選定

し，交渉により品目を集約し，ボリュームディスカウントによる仕入値の引き

下げを実現している。最初は各病院の購入情報から共同購入の品目のリスト

アップを行い，代表病院からのヒアリングを経て，アイテムを絞り込み，全病

院にかけ80%の合意をえたアイテムを対象に統一メーカーを 2 社としてその

シェアを80%としてメーカーと価格とシェアの決定を行うので共同購入のアイ

テム数は約 6 割（=0.8×0.8）程度となる。これらのアイテムは徳洲会本部か

ら各地のディーラに発注され，全国統一価格で病院に納品される。物流コスト

はメーカーが業務を担当するディーラに配送料として支払う。残りの40%の医

療機器は病院が各地のディーラと直接交渉し購入している。以上のように全体

の約60%（ 4 万品目）のメーカーの絞り込みを通じ集約化を本部が実現してい

る。

⑵　厚生農業協同組合連合会（厚生連）・日本文化厚生農業組合連合会（文化連）

全国22都道府県の122病院に対して系列団体の文化連が病院との定期協議を

16） 笠原庸介 (2008), p.50.
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通じメーカー50社との価格交渉を実施する。73病院に対して医療材料・医薬品

を提供している。発足当初，協議体としては材料検討委員会を開催し，品目群

1 社を集中採用しメーカーとの直取引を実現したことから，計画発注や定期配

送を実現した。その後，医療材料へマスター管理を実施し共同利用によるベン

チマーク（価格情報の共有，病院ごとの使用量の把握と値下げ効果の共有）が

有効に作用している。

文化連の収益はメーカーからの仕入れ価格に上乗せされた 3 %分であり，各

病院は上乗せ分した価格で仕入れる。配送費用はメーカー側が実質拠出し，担

当するディーラに配送・取扱手数料として支払っている。

 出所）厚生連HPより

⑶　武田病院グループ

本部の医療材料購入委員会で承認を受けた医療材料をタケダメディカルサー

ビスが価格交渉を行い購入し，流通加工（定数カード等の添付）を行い傘下の

医療機関に納品しSPDの管理も行っている。また同社は自社のブランド（診断

用カテーテル）をメーカーに特別発注し手術キットの独自組み立てを行ってい

る。品目の集約化を行い個別の医療機関のニーズの集約化を実施している。さ

図表 3　厚生連の共同購買
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らに自社ブランドの開発やオイフ（医療用不織布製品）を原反から作成し，手

術キットの組み立てなどを実施し，対抗力を行使している。

⑷　集約化できている組織団体の特徴

成功しているケースの特徴は病院組織が統括する組織体であることが考察さ

れる。供給業者や大手商社の子会社も共同購入を初めているが，身内から買う

ようなもので病院の仕入価格削減という点での成功は難しいと見られている。

主催する共同購入組織が各病院に品目の自由度を与えているところは費目の集

約化の実現が難しい。かなりの範囲の購買活動を個別病院に付与せずに，品目

の統一化を実現できたところが成功している。現在成功している組織体の基本

的手法はボリュームディスカウントである。結局は本部が個別の医療行為の自

由度を如何に認めているかに帰因する。

また逆に自社のニーズに合わせた独自の商品の開発をメーカーに依頼してい

る病院組織もあり，その動向は今後の課題としたい。

4  ．    結 論

本研究においては地域の医療機関との間で独自に進めている，マーケティン

グチャネル政策として“手術医療機器カスタマイズ政策”に関して，医療機関

と卸売業者間の関係について分析した。その結果，以下のポイントが明確となっ

た。まず関係性ケイパビリティの優位性の源泉との対応では 医師，医療経営者，

と当該卸売業者との信頼関係により，主体間の「知識共有ルーティーン」が稼

働し，広範囲にわたる診療科における多種の手術キットが開発され，強固な人

的特殊資産をもとにした「関係性特殊資産」が形成されている。

また医療経営に資するデータの共有が 3 者間で行われた点では「補完的ケイ

パビリティ」の組織的補完性の情報交流がもたらした形態であると判断できる。

最後に「実行的ガバナンス」に関わる活動としてSPDの在庫管理データと電子

カルテを連動させることで診療科別の収支レポートおよび術式別執刀医別収支
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レポートを作成し，予算管理に資する，より信頼に基づいた客観的医療経営情

報が活用されてきている。適正使用支援業務へのこれらの分析枠組みの応用は

今後の課題としたい。

最後に共同購入の取り組みの特徴として有効に作用しているのがボリューム

ディスカウントだけという状況にあっては旧来型の商品の集約化の実現が大切

である点が明らかになった。今後はこれら病院グループから提案商品が可能か

を検討したい。前段の手術セットなどの利用拡大は地域医療で厳しい経営状況

にある地方病院間の連携や共同購買の可能性を今後の課題としたい。
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資料　調査記録 （小樽市立病院提供資料『SPD関連業務視察報告』：関連部分の概要
のみ掲載） 
調査目的：院内SPDの実績と病院側の姿勢についての調査
調査方法：インタビュー調査法
調査日時：2018年 7 月18日
回答者： Ｂ院長，事務局経営企画課Ｃ課長，用度係長，SPD業務委託業者（外部

の卸売業者）
ヒアリング内容のメモを如何項目別に記す。
報告 1  　医療材料を院内に安定して供給して適正な在庫管理による経営効率化を図る。
報告 2  　院内の物流管理はプロに任せる。価格の問題より安定的供給と職員の作

業時間の削減を図る。
報告 3  　急性期病院として手術件数の確保が大切。手術室の在庫管理の効率化を

目指している。
報告 4  　各部署の死蔵品が激減した。
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報告 5  　術式別OP材料セットが好評価で 9 診療科67種類を作成。 1 回OPに 3 セッ
ト準備。キットは卸の院外倉庫で作成し必要な分を10分程度で卸が配送未
使用品のチェックと構成内容の見直し，未使用品（未開封の医療材料）の
再利用を検討。今後は透析セット，内視鏡室関連，救急科でのセットかを
促進し検討。

報告 6  　医療材料の点数管理を実施済み。
報告 7  　SPDシステムに手術症例単位で使用した医療材料情報を登録することで

手術に関する収支分析が可能となり，診療科別・術式別執刀医別収支レポー
トの作成が実現。HOGY社の製品はあまりに高額で直ちに契約打ち切り。内
部を見てコスト換算実施。
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